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さまざまな分野で公共政策や規制が活発化し、
社会や各業界に大きな影響を与えている現代
において、私たちはこのような規制の変化に
対応していかなければなりません。増大する
経営層や規制当局からの期待に応えるため、
コンプライアンスは単に効果的かつ効率的で
あるだけでなく、より高いレベルに向上させ
る必要に迫られています。
倫理・コンプライアンス機能に対するテクノ
ロジーとデータ解析への投資は、もはや｢あ
ると良いもの｣ではなく、リスクの軽減、測
定、特定に役立つ｢必要不可欠なもの｣となっ
ています。

Amy Matsuo
Principal and National Leader
Compliance Transformation & 
Regulatory Insights
KPMG米国
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KPMG CCO調査 2023によるKey findings

Executive summary

の企業が、組織が直面しているコンプライア
ンス上の最重要課題は新しい規制要件への対
応であると回答しています。

の企業が、規制当局の期待と監視に
基づき、コンプライアンスへの注目
度が高まるだろうと回答しています。

の企業は、自社のコンプラ
イアンスプログラムにサス
テナビリティ／ESGをまだ
導入していません。

の企業が、今後コンプライア
ンスに携わる従業員の雇用が
増えると見込んでいます。

の企業が、業界固有の規制に関するコンプ
ライアンス対応を、改善すべき最優先領域
であると回答しています。

の企業が、テクノロジー予
算の増加を見込んでいます。

コンプライアンスに対する
プレッシャー

コンプライアンスについての
最重要課題

コンプライアンス対応の
最優先領域

サステナビリティ
／ESGコンプライ
アンス

最も強化すべき
コンプライアンス
領域

コンプライアンス
のための労働力

43%

73%

48% 56%

45%

63%



Key findings

コンプライアンスに関するテクノロジーとデータ分析が最も強化すべき領域

サステナビリティ／ESGコンプライアンスは企画・開発段階

コンプライアンスに関する説明責任や労働力不足が最大の懸念事項

経営層と規制当局によるコンプライアンスへのプレッシャー

組織が直面する最大のコンプライアンス課題は新たな規制要件

業界固有の規制に関するコンプライアンスが最も改善すべき重要領域
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KPMG 
Insights

経営層と規制当局によるコンプライアンスへのプレッシャー

5

コンプライアンスへの注目度 コンプライアンス強化へのプレッシャー

73%
が規制当局の
期待／監視の
高まりを予想
と回答

減った 非常に増えた

増えた

7%

66%

25%

2%
変わらない

• 規制整備の速度と範囲の拡大（米国証券取引委員会（SEC）による規制、大規
模なグローバル規制など）によりコンプライアンスリスクが増大しており、
通常のコンプライアンス業務に加えてこれらに対応する必要があります。

• ｢規制の範囲｣の拡大により、既存の規制当局や管轄当局の審査や調査範囲が
拡大しています。

• 規制当局は企業に対し、コンプライアンスの重要課題、ドメインスキル（業務
領域の専門知識）、動的リスク評価に関して実証可能なエビデンスを求めて
います。

• 規制の整備や執行においては、リスクとコンプライアンス全体のフレーム
ワークの堅牢性が考慮されます。

• プレッシャーの原因は、全体として経営層と規制当局が上位2つとなってい
ますが、業界によって明確な違いがあります。

プレッシャーの原因

業界 経営層 規制当局 投資家／
株主 顧客 従業員 社会

政策

ヘルスケア #1 #2 #3

金融 #2 #1 #3

情報通信 #1 #2 #3

製造 #1 #2 #3

消費財・小売 #1 #2 #3

エネルギー #1 #2 #3(同率) #3(同率)

*（プレッシャーを感じると回答した比率）

* * * * * *
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組織が直面する最大のコンプライアンス課題は新たな規制要件

• 以下のような強力な規則／ガイダンスの策定および執行活動が実施されています。
– SECによる開示提案（サイバーセキュリティ、気候変動など）、インサイダー取引、クローバック（報酬返還）方針
– 連邦取引委員会（FTC）による合併、公正競争、データ利用／プライバシーに関するガイドライン
– 米国司法省（DOJ）｢モナコ・メモ｣による企業犯罪取締ポリシー改訂（個人の説明責任、自発的な自己開示、コンプライアンス文化の向上な
ど、企業倫理とコンプライアンス強化を目的としたもの）

• 政府は、政府全体および複数機関にわたる規制政策に関する指令を発出していますが（サイバーセキュリティ、データガバナンス、公平性、サ
ステナビリティ／ESGなど）、米国／グローバルと連邦／州の規制には差異があります。

• 新しい技術やアプリケーション、進化するテクノロジーにより、新たな規制や監視についての議論が盛んになっています。
• コンプライアンスの優先事項には、データ駆動型のコンプライアンスプログラムの導入、プロセスのライフサイクル全体にわたる事前の組み
込み管理、コンプライアンスツールとテクノロジーへの意識の向上、必要なスキルを備えた人材の確保などがあります。

KPMG 
Insights

コンプライアンスに関する主な課題

新しい規制要件
への対応

コンプライアンスのモニタ
リングとリスク管理のため
のデータ分析／予測モデリ
ング

有能な人材を惹きつける力

規制や業務上の義務を
事業管理のためにマッ
ピングする能力

他部門との調整／事業
部門からの支持の獲得

第三者管理と
デューデリジェンス

プロセスや製品開発
の初期段階における
コンプライアンス管
理の組み込み

プロセスの自動化

十分なコンプライ
アンステクノロ
ジー予算の確保

テクノロジー
ツールの導入

データの正確性・
完全性

人材の定着率

市場における
人材不足

従業員への
トレーニング

経営層の
監督・関与
の改善

コンプライ
アンスプロ
グラム構築

43%

28%

24%

23%

21%

19%

19%

18%

18%

17%

16%

15%

14%

14%

7%

5%
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今後改善すべき領域

• 企業は、新しい規制、従来の規制への継続的対応、高まる規制当局やステークホルダーの監視のなかで、｢事業価値｣の実証を推進する必要が
あります（コンプライアンス文化、テクノロジー／AI、デジタルへの信頼性・安全性、事業部門の説明責任など）。

• データガバナンス、サイバーセキュリティリスク、AIに焦点を当てた政府の横断的な規制政策が決定されているため注意する必要があります
（SECのサイバーリスク管理規則案、FTCのデータ保護規則、米国サイバーセキュリティ・社会基盤安全保障庁（CISA） のサイバーインシデント
報告法など）。

• 公平性、データのプライバシーと利用、詐欺被害防止を含む消費者保護は、引き続き関心が高くさまざまな規制を受けることが多い領域です。
• 第三者のリスク管理にも課題があります（サイバーセキュリティ、業務継続性確保、データ利用とプライバシー、倫理的なサプライチェーンなど）。
• 制裁措置と貿易制限が拡大するなかで、企業の資産や所有権に対する適用が複雑になっています。

KPMG 
Insights

業界固有の規制に関するコンプライアンスが最も改善すべき重要領域
｢事業価値｣の実証方法

企業全体の戦略
としてのコンプ
ライアンス文化
の推進

テクノロジーや
人工知能（AI）
の利用拡大

デジタルへの
信頼性と
安全性の向上

事業部門の
説明責任の促進

52% 51%

48% 46%

(+6)*

(+5)* (-2)*

(+13)*
(+15)*

*（+/- 2021年からの変動率）
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ESGコンプライアンスの成熟度 今後強化すべき分野

• サステナビリティ／ESGに関する規制への期待と要件は、地域や国際社会においてそれぞれ乖離があり、絶えず進化しています。
• 政治的な立場によってサステナビリティ／ESGへの対応は異なるため、企業は政府の対応によって生じる課題やレピュテーションリスクを注
視する必要があります。

• 企業がサステナビリティ／ESGのコンプライアンスプログラム（規制のトラッキング機能、コンプライアンスリスク評価など）を構築するにあ
たって、制度の設計面・導入面でさまざまな課題が予想されます。

• 企業がサステナビリティ／ESG戦略・方針を実施する際に、現場の進捗の遅れや、E、SおよびGの各指標への正しいデータ入力が難しいなど
の課題が予想されます。

KPMG 
Insights

サステナビリティ／ESGコンプライアンスは企画・開発段階

8

実装済み

完全に開発済み ESGコンプライアンス機能の
必要性を認識している

企画・開発段階

サステナビリティのコンプライアンス強化分野（今後2年間）：

48%
がまだ機能を実装
できていないと回答

44%
49%

3% 4%
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テクノロジー予算の増加

コンプライアンスに関するテクノロジーとデータ分析が最も強化すべき領域
将来のテクノロジーの焦点／自動化の見込み現在の成熟度

3%
8%

10%

33%

44%

2% AIを活用している

まだ自動化されて
いない

企業向けテクノロ
ジーツールを導入
している

データ分析と予測
モデルを開発して
いる

ボットを使っている

自動化を計画して
いる

予算支出の分野：

KPMG 
Insights

• 新しいテクノロジーの社内外使用に対する規制当局の監視が高まって
います（デジタルデバイス、AI、機械学習、自動化、広告、モデルの
バイアス（顧客保護）など）。

• テクノロジーによるリスク管理、テクノロジーの強靭性、業務継続性
に対する期待が高まっています。

• データガバナンスや顧客保護が求められています（プライバシー、
収集、使用、保存、廃棄など）。

• クラウド導入への注力が求められています（米国財務省の報告書、
FTCによる情報提供依頼書など）。

• ｢AI権利章典のための青写真｣が、米国政府より公表されています。
• コンプライアンスプログラムと関連ツールを実装するため、テクノ
ロジー／データ駆動型のスキルセットが求められています。

テクノロジー
予算の増加を
見込んでいる

63%

テクノロジーとデータ分析の
強化を目指している53%
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今後コンプライアンスに携わる従業員

コンプライアンスに関する説明責任や労働力不足が最大の懸念事項
コンプライアンスの説明責任

研修の拡充

評価指標の導入

補償時の｢クローバック｣制度
（報酬の払い戻し制度）

倫理・コンプライアンス行動・文化の拡大のため
実施している活動・制度：

• 規制当局と監督当局による監視、および新たな規制要件は、最大のリスクとなっています。
• 経営層と規制当局によるプレッシャーに対応するあまり、コンプライアンスの有効性が失われてしまうことに留意する必要があります。
• 不安定な経済状況にもかかわらずコンプライアンスに携わる従業員の増加が予測されていることは、各企業の説明責任において倫理・コンプ
ライアンスが重要であり強い関心を持たれていることを示しています。

• コンプライアンスに携わる人材／スキルでは、以下のように規制や執行において説明責任が重要視されています。
– DOJの刑事局規則改訂版では、コンプライアンス文化を促進するため、自発的な自主開示や報酬体系に関連する｢協力クレジット｣などのイ
ンセンティブ制度が設けられています（概要は｢モナコ・メモ｣ に示されています）。

– DOJは、企業倫理とコンプライアンスにおける最優先事項は、違法行為を行いそれによって利益を得ている個人に説明責任を課すことであ
ると述べています。

– 役員の不正（販売における不正行為、誤解を招く開示など）に対する強制措置が定められています。
– SECが｢クローバック｣方針の最終規則を公表しています。

KPMG 
Insights

人材不足／定着率

約50%はできていないと回答

コンプライアンスに携わる従業員に関する課題：

変わらない

減る 5％以上増える

0.5%～5%
増える

3%

53%

41%

3%

これらの課題を乗り越える準備はできていますか？

45%

43%

41%

有能な人材を
確保できないこと

24%

定着率の悪さ

15%

56%
が携わる従業員数
が増える見込み
と回答
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KPMGは、フォーチュン500社のうち、以下の業種に属する
企業から240名の最高倫理・コンプライアンス責任者
（CCO）を対象に調査を行いました。

• ヘルスケア、ライフサイエンス（ヘルスケア）
• 銀行、証券、保険（金融）
• 製造、工業生産（製造）
• 消費財、卸売、小売（消費財・小売）
• テクノロジー、メディア、通信（情報通信）
• エネルギー、天然資源（エネルギー）

リサーチ手法
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